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(連結注記表)

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数………13社

NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

NK MECHATRONICS CO.,LTD.

NIPPO MECHATRONICS (M) SDN.BHD.

NIPPO MECHATRONICS (VIETNAM) CO.,LTD.

NIPPO (HONG KONG) LTD.

NIPPO (SHANG HAI) LTD.

NTメカトロニクス株式会社

株式会社京都映工社

日邦メタルテック株式会社

NIPPO METAL TECH PHILS.,INC.

日邦精密工業(深セン)有限公司

PT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIA

NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO.,LTD.

日邦精密工業(深セン)有限公司及びPT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIA並びに

NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO.,LTD.は新規設立したため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用関連会社の数………１社

富優技研股份有限公司

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致し、在外連結子会社の事

業年度末日は、12月末日となっております。

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。
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　4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

② た な 卸 資 産

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法）

製 品 ・ 仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、総平均

法による低価法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法又は総平均法による低価法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産…当社及び国内連結子会社は、主として定率法 (ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物附属

設備を除く）は、定額法)。在外連結子会社は主とし

て定額法を採用しております。

(リース資産を除く)

無 形 固 定 資 産…ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(リース資産を除く)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金…一部の在外連結子会社を除き、従業員の賞与の支給に

充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を

計上しております。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。

環境対策引当金…保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるた

め、合理的に見積もることが出来る費用について、今

後発生が見込まれる額を計上しております。

(4) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用して

おります。

(5) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

　5. 会計方針の変更に関する注記

当社及び国内子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年

４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による影響は軽微であります。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

　1. 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 ① 担保提供資産

土 地 3,769千円

投 資 有 価 証 券 284,000千円

計 287,769千円
　 ② 担保提供資産に対応する債務

買 掛 金 310,000千円

短 期 借 入 金 840,000千円

長 期 借 入 金(１年内返済予定を含む) 880,500千円

計 2,030,500千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,385,518千円

　3. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
△2,927千円

(注) 再評価前の帳簿価額は、過年度における内部利益消去後の連結上の簿価に

よっております。

4. 受取手形裏書譲渡高 22,840千円

　5. 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形及び連結会計年度末日確定期日現金決済の会計処理

については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

また、債務引受型決済サービス等(ファクタリング)を利用した買掛金の支払に

ついても同様の会計処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形等を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 50,452千円

支払手形及び買掛金 658,177千円
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Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,127,338株

　2. 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 133,307千円 15.00円 平成24年３月31日 平成24年６月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 133,306千円 15.00円 平成25年３月31日 平成25年６月26日
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Ⅳ．金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式及び債券であり、上
場株式及び債券については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、
一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利
息の固定化を実施しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額

(１)現金及び預金 4,032,874 4,032,874 ―

(２)受取手形及び売掛金 7,241,026 7,241,026 ―

(３)投資有価証券

　 その他有価証券 664,925 664,925 ―

(４)支払手形及び買掛金 (6,144,230) (6,144,230) ―

(５)短期借入金 (2,498,800) (2,498,800) ―

(６)社債 (※２) (160,000) (159,816) △183

(７)長期借入金 (※２) (2,876,647) (2,873,179) △3,467

(８)リース債務 (※２) (439,068) (435,829) △3,239

(９)デリバティブ取引 ― ― ―

(※１)負債に計上されているものは、( )で示しております。
(※２)流動負債・固定負債の合計額であります。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(１)現金及び預金、及び(２)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(３)投資有価証券
これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格、株式は取引所の価格に
よっております。

(４)支払手形及び買掛金及び(５)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

（６）社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期
間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（７）長期借入金及び（８）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(９)デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額44,872千円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上
額1,023,628千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておら
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。
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Ⅴ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,052円51銭

１株当たり当期純利益 66円63銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

Ⅵ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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(個別注記表)

Ⅰ．重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び

関 連 会 社 株 式…移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

製 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

　(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産…主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物 (建物附属設備を除く）は、定額法）を採

用しております。

(リース資産を除く)

無 形 固 定 資 産…定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(リース資産を除く)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しております。
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　(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間に基

づく賞与支給見込額を計上しております。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。

環境対策引当金…保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるた

め、合理的に見積もることが出来る費用について、今

後発生が見込まれる額を計上しております。

　(5) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用してお

ります。

　(6) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

なお、この変更による影響は軽微であります。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 ① 担保提供資産

土 地 3,769千円

投 資 有 価 証 券 284,000千円

　 計 287,769千円
　 ② 担保提供資産に対応する債務

買掛金 310,000千円

短期借入金 840,000千円

長期借入金(１年内返済予定を含む) 880,500千円

　 計 2,030,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 693,425千円

　(3) 保証債務

① NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.の借入金 158,400千円

(外貨49,500千バーツ)

② NK MECHATRONICS CO.,LTD.の借入金 912,000千円

(外貨285,000千バーツ)

③ PT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIAのリース債務 121,331千円

(外貨12,521,264千ルピア)

④ NIPPO MECHATRONICS(VIETNAM)CO.,LTD.のリース債務 18,680千円

⑤ 株式会社京都映工社のリース債務 31,712千円

⑥ 日邦メタルテック株式会社のリース債務 41,667千円

⑦ NIPPO METAL TECH PHILS.,INC.のリース債務 55,023千円

⑧ NTメカトロニクス株式会社のリース債務 488千円

　(4) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 　 535,948千円

短 期 金 銭 債 務 78,393千円
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　(5) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△2,927千円

(6) 受取手形裏書譲渡高 22,840千円

　

　(7) 事業年度末日満期手形

事業年度末日満期手形及び事業年度末日確定期日現金決済の会計処理について

は、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

また、債務引受型決済サービス等(ファクタリング)を利用した買掛金の支払に

ついても同様の会計処理をしております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期

手形等を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 50,452千円

買掛金 643,764千円
　

Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売 上 高 777,697千円

売 上 原 価 643,342千円

販売費及び一般管理費 25,852千円

営業取引以外の取引高 249,997千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 240,253株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退 職 給 付 引 当 金 184,420千円

賞 与 引 当 金 64,524千円

有 価 証 券 評 価 損 340,681千円

貸 倒 引 当 金 256,546千円

減 損 損 失 4,422千円

そ の 他 185,158千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,035,754千円

評 価 性 引 当 額 △850,688千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 185,066千円

（繰延税金負債）

有 価 証 券 評 価 差 額 △42,798千円

そ の 他 △2,931千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △45,729千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 139,336千円
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Ⅶ．関連当事者に関する注記

子会社等

属性 名 称 資本金
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社

NIPPO
MECHATRONICS
(THAILAND)
CO.,LTD.

千バーツ

250,000
直接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

436,000
関係会社
長期貸付金

436,000

資金の回収 114,540
関係会社
短期貸付金

150,400

子会社
NK

MECHATRONICS
CO.,LTD.

千バーツ

150,000
間接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

―
関係会社
長期貸付金

636,000

資金の回収 172,000
関係会社
短期貸付金

312,000

債務保証
(注３)

912,000 ― ―

子会社

NIPPO
MECHATRONICS
(VIETNAM)
CO.,LTD.

千米ドル

6,000
間接

99.98％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)

242,130
関係会社
長期貸付金

564,300

資金の回収 90,000
関係会社
短期貸付金

90,000

子会社
NIPPO (HONG
KONG) LTD.

千香港ドル

113,426
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
増 資 の 引 受

増資の引受 75,000 ― ―

子会社
PT.NIPPO
MECHATRONICS
INDONESIA

千ルピア

46,325,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
増 資 の 引 受
債 務 保 証

増資の引受 399,700 ― ―

子会社
日邦メタルテック

株式会社

千円

50,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)
(注４)

―
関係会社
長期貸付金

550,000

資金の回収 40,000
関係会社
短期貸付金

40,000

子会社
NTメカトロニクス

株式会社

千円

50,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収
債務保証

資金の貸付
(注１)
(注４)

―
関係会社
長期貸付金

350,000

資金の回収 50,000
関係会社
短期貸付金

50,000

子会社
株 式 会 社
京 都 映 工 社

千円

5,000
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の借入
債務保証

資金の借入
(注２)

―
関係会社
長期借入金

300,000

(注) 取引及び取引条件の決定方針等
1. 資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
2. 資金の借入については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
3. 当社はNK MECHATRONICS CO.,LTD.の銀行借入に対し債務保証を行っております。
4. 債務超過の子会社への貸付金に対し、合計636,364千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において合計38,885千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 784円58銭

１株当たり当期純利益 20円35銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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